
その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第一小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

柴崎町２－２０－３

0 0 3 7

〒 1 9 0

11,321.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 186

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 360

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 363

□ Nm3 73,585.6 45.00 3,311.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 165.1
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 60.0 36.70 2.2

0.0

0.019 0.1
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

3,902.0 0.489 195.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 399,798.0 9.76

0.0
合　計 7,215.6 360.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,085.0 0.251 1.3
公共下水道 □ m3 5,869.0 0.439 2.6

合　計 3.9

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第二小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

曙町３－２３－１

0 0 3 8

〒 1 9 0

6,924.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 72

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 144

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 148

□ Nm3 19,686.9 45.00 885.9

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 44.2
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

189.2 0.019 13.1
その他（灯油） □ L 200.0 36.70 7.3

0.0

0.019 0.5
その他（A重油） □ L 4,840.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,728.7 0.489 86.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 177,123.0 9.76

0.0
合　計 2,811.2 144.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 7,206.0 0.251 1.8
公共下水道 □ m3 7,206.0 0.439 3.2

合　計 5.0

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第三小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

錦町３－４－１

0 0 3 9

〒 1 9 0

6,290.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

27.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 84

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 171

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 176

□ Nm3 23,498.4 45.00 1,057.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 52.7
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

398.8 0.019 27.6
その他（灯油） □ L 200.0 36.70 7.3

0.0

0.019 0.5
その他（A重油） □ L 10,200.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,813.0 0.489 90.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 185,759.0 9.76

0.0
合　計 3,276.6 171.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 7,655.0 0.251 1.9
公共下水道 □ m3 7,655.0 0.439 3.4

合　計 5.3

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第四小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

富士見町４－４－１

0 0 4 0

〒 1 9 0

6,469.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

23.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 73

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 149

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 156

□ Nm3 18,767.6 45.00 844.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 42.1
その他（LPG） □ kg 7.9 50.80 0.4 0.016 0.0

322.6 0.019 22.4
その他（灯油） □ L 216.0 36.70 7.9

0.0

0.019 0.5
その他（A重油） □ L 8,250.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,677.6 0.489 84.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 171,885.0 9.76

0.0
合　計 2,853.0 149.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 10,349.0 0.251 2.6
公共下水道 □ m3 10,349.0 0.439 4.5

合　計 7.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第五小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

高松町１－１２－２５

0 0 4 1

〒 1 9 0

6,594.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

27.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

大規模改修工事により6654㎡から6594㎡へ

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 93

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 181

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 184

□ Nm3 19,905.4 45.00 895.7

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 44.7
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.0

0.019 0.0
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

2,729.3 0.489 136.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 279,646.0 9.76

0.0
合　計 3,625.1 181.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 4,620.0 0.251 1.2
公共下水道 □ m3 4,620.0 0.439 2.0

合　計 3.2

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

大規模改修工事により

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第六小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

羽衣町２－２９－２２

0 0 4 2

〒 1 9 0

6,085.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

22.3

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 70

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 136

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 139

□ Nm3 19,879.3 45.00 894.6

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 44.6
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 90.0 36.70 3.3

0.0

0.019 0.2
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,834.9 0.489 91.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 188,007.0 9.76

0.0
合　計 2,732.8 136.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,496.0 0.251 1.4
公共下水道 □ m3 5,496.0 0.439 2.4

合　計 3.8

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第七小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

錦町５－６－４３

0 0 4 3

〒 1 9 0

4,820.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

24.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 58

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 117

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 122

□ Nm3 15,297.3 45.00 688.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 34.3
その他（LPG） □ kg 27.6 50.80 1.4 0.016 0.1

195.5 0.019 13.5
その他（灯油） □ L 250.0 36.70 9.2

0.0

0.019 0.6
その他（A重油） □ L 5,000.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,367.9 0.489 68.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 140,156.0 9.76

0.0
合　計 2,262.4 117.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 7,334.0 0.251 1.8
公共下水道 □ m3 7,334.0 0.439 3.2

合　計 5.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第八小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

幸町２－１－１

0 0 4 4

〒 1 9 0

8,048.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

23.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 98

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 191

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 195

□ Nm3 27,888.0 45.00 1,255.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 62.6
その他（LPG） □ kg 75.3 50.80 3.8 0.016 0.2

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.0

0.019 0.0
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

2,571.2 0.489 128.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 263,440.0 9.76

0.0
合　計 3,830.0 191.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,940.0 0.251 1.5
公共下水道 □ m3 5,940.0 0.439 2.6

合　計 4.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第九小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

上砂町２－１８－１

0 0 4 5

〒 1 9 0

6,486.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

31.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 104

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 202

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 204

□ Nm3 18,750.2 45.00 843.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 42.1
その他（LPG） □ kg 119.5 50.80 6.1 0.016 0.4

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.0

0.019 0.0
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

3,203.1 0.489 160.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 328,190.0 9.76

0.0
合　計 4,053.0 202.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,293.0 0.251 0.8
公共下水道 □ m3 3,293.0 0.439 1.4

合　計 2.3

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立第十小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

柏町１－３１－１

0 0 4 6

〒 1 9 0

5,298.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

19.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 49

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 105

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 107

□ Nm3 6,925.1 45.00 311.6

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 15.5
その他（LPG） □ kg 158.5 50.80 8.1 0.016 0.5

449.7 0.019 31.2
その他（灯油） □ L 380.0 36.70 13.9

0.0

0.019 0.9
その他（A重油） □ L 11,500.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,138.1 0.489 57.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 116,608.0 9.76

0.0
合　計 1,921.4 105.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,059.0 0.251 0.8
公共下水道 □ m3 3,059.0 0.439 1.3

合　計 2.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立けやき台小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

若葉町１－１３－１

0 0 4 7

〒 1 9 0

7,946.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

0.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 2

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 5

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 5

□ Nm3 151.8 45.00 6.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 0.3
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.0

0.019 0.0
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

101.6 0.489 5.1

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 10,407.0 9.76

0.0
合　計 108.4 5.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 1,171.0 0.251 0.3
公共下水道 □ m3 1,171.0 0.439 0.5

合　計 0.8

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立西砂小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

西砂町２－３４－２

0 0 4 8

〒 1 9 0

6,555.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 68

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 133

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 135

□ Nm3 22,911.7 45.00 1,031.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 51.4
その他（LPG） □ kg 162.9 50.80 8.3 0.016 0.5

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 169.5 36.70 6.2

0.0

0.019 0.4
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,620.5 0.489 81.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 166,032.0 9.76

0.0
合　計 2,666.0 133.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,753.0 0.251 0.9
公共下水道 □ m3 3,753.0 0.439 1.6

合　計 2.6

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立南砂小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

栄町２－２－１

0 0 4 9

〒 1 9 0

5,406.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 38

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 74

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 76

□ Nm3 4,333.5 45.00 195.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 9.7
その他（LPG） □ kg 57.1 50.80 2.9 0.016 0.2

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 260.0 36.70 9.5

0.0

0.019 0.6
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,285.9 0.489 64.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 131,753.0 9.76

0.0
合　計 1,493.4 75.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,072.0 0.251 0.8
公共下水道 □ m3 3,072.0 0.439 1.3

合　計 2.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立若葉台小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

若葉町４－２４－１

0 0 5 0

〒 1 9 0

7,248.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.2

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

担当桜井さんに確認で6642㎡に仮設校舎分606㎡を足した7248㎡へ変更

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 61

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 125

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 129

□ Nm3 9,187.1 45.00 413.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 20.6
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

332.4 0.019 23.0
その他（灯油） □ L 200.0 36.70 7.3

0.0

0.019 0.5
その他（A重油） □ L 8,500.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,626.8 0.489 81.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 166,677.0 9.76

0.0
合　計 2,379.9 125.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,985.0 0.251 1.5
公共下水道 □ m3 5,985.0 0.439 2.6

合　計 4.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

若葉小学校跡地を仮設校舎として利用しているため若葉台小学校に名称変更しました

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立幸小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

幸町５－６８－１

0 0 5 1

〒 1 9 0

6,668.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 42

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 87

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 89

□ Nm3 6,458.2 45.00 290.6

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 14.5
その他（LPG） □ kg 895.2 50.80 45.5 0.016 2.7

195.5 0.019 13.5
その他（灯油） □ L 108.0 36.70 4.0

0.0

0.019 0.3
その他（A重油） □ L 5,000.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,126.3 0.489 56.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 115,395.0 9.76

0.0
合　計 1,661.8 87.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 4,247.0 0.251 1.1
公共下水道 □ m3 4,247.0 0.439 1.9

合　計 2.9

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立松中小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

一番町５－８－５

0 0 5 2

〒 1 9 0

6,843.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 47

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 95

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 99

□ Nm3 9,340.8 45.00 420.3

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 21.0
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

140.8 0.019 9.8
その他（灯油） □ L 290.0 36.70 10.6

0.0

0.019 0.7
その他（A重油） □ L 3,600.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,271.5 0.489 63.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 130,273.0 9.76

0.0
合　計 1,843.2 95.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 6,843.0 0.251 1.7
公共下水道 □ m3 6,843.0 0.439 3.0

合　計 4.7

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立大山小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

上砂町１－５－３３

0 0 5 3

〒 1 9 0

6,166.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

13.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 41

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 86

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 89

□ Nm3 5,689.7 45.00 256.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 12.8
その他（LPG） □ kg 190.7 50.80 9.7 0.016 0.6

279.6 0.019 19.4
その他（灯油） □ L 162.0 36.70 5.9

0.0

0.019 0.4
その他（A重油） □ L 7,150.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,062.7 0.489 53.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 108,882.0 9.76

0.0
合　計 1,613.9 86.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 4,806.0 0.251 1.2
公共下水道 □ m3 4,806.0 0.439 2.1

合　計 3.3

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立柏小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

柏町４－８－４

0 0 5 4

〒 1 9 0

7,183.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 60

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 123

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 125

□ Nm3 6,615.8 45.00 297.7

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 14.8
その他（LPG） □ kg 245.0 50.80 12.4 0.016 0.7

312.8 0.019 21.7
その他（灯油） □ L 275.0 36.70 10.1

0.0

0.019 0.7
その他（A重油） □ L 8,000.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,699.9 0.489 85.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 174,165.0 9.76

0.0
合　計 2,332.9 123.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,266.0 0.251 0.8
公共下水道 □ m3 3,266.0 0.439 1.4

合　計 2.3

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立上砂川小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

上砂町５－１２－２

0 0 5 5

〒 1 9 0

6,286.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.9

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 55

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 113

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 115

□ Nm3 9,170.7 45.00 412.7

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 20.6
その他（LPG） □ kg 129.0 50.80 6.6 0.016 0.4

260.0 0.019 18.0
その他（灯油） □ L 100.0 36.70 3.7

0.0

0.019 0.2
その他（A重油） □ L 6,650.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,486.8 0.489 74.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 152,339.0 9.76

0.0
合　計 2,169.7 113.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,617.0 0.251 0.9
公共下水道 □ m3 3,617.0 0.439 1.6

合　計 2.5

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立新生小学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

富士見町６－６９－１

0 0 5 6

〒 1 9 0

7,051.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 2 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

17.5

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 63

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 124

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 127

□ Nm3 20,243.7 45.00 911.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 45.4
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 95.9 36.70 3.5

0.0

0.019 0.2
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,565.8 0.489 78.5

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 160,435.0 9.76

0.0
合　計 2,480.3 124.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,668.0 0.251 1.4
公共下水道 □ m3 5,668.0 0.439 2.5

合　計 3.9

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第一中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

柴崎町１－３－４

0 0 5 7

〒 1 9 0

8,125.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

15.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 62

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 128

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 132

□ Nm3 14,211.8 45.00 639.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 31.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

351.9 0.019 24.4
その他（灯油） □ L 240.0 36.70 8.8

0.0

0.019 0.6
その他（A重油） □ L 9,000.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,432.4 0.489 71.8

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 146,764.0 9.76

0.0
合　計 2,432.7 128.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 6,854.0 0.251 1.7
公共下水道 □ m3 6,854.0 0.439 3.0

合　計 4.7

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第二中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

曙町３－２９－４６

0 0 5 8

〒 1 9 0

9,160.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.4

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 74

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 151

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 154

□ Nm3 20,574.3 45.00 925.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 46.2
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

391.0 0.019 27.1
その他（灯油） □ L 0.0 36.70 0.0

0.0

0.019 0.0
その他（A重油） □ L 10,000.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,557.8 0.489 78.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 159,607.0 9.76

0.0
合　計 2,874.6 151.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,684.0 0.251 1.4
公共下水道 □ m3 5,684.0 0.439 2.5

合　計 3.9

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第三中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

羽衣町３－２５－６

0 0 5 9

〒 1 9 0

8,979.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 2 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

14.0

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 62

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 126

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 129

□ Nm3 13,669.5 45.00 615.1

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 30.7
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

281.5 0.019 19.5
その他（灯油） □ L 130.4 36.70 4.8

0.0

0.019 0.3
その他（A重油） □ L 7,200.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,514.4 0.489 75.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 155,161.0 9.76

0.0
合　計 2,415.8 126.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 5,720.0 0.251 1.4
公共下水道 □ m3 5,720.0 0.439 2.5

合　計 3.9

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第四中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

幸町５－４９－１

0 0 6 0

〒 1 9 0

8,625.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

18.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 78

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 163

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 166

□ Nm3 7,417.1 45.00 333.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 16.6
その他（LPG） □ kg 6,912.9 50.80 351.2 0.016 20.7

414.5 0.019 28.7
その他（灯油） □ L 324.0 36.70 11.9

0.0

0.019 0.8
その他（A重油） □ L 10,600.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,921.9 0.489 96.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 196,914.0 9.76

0.0
合　計 3,033.2 163.2

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 4,570.0 0.251 1.1
公共下水道 □ m3 4,570.0 0.439 2.0

合　計 3.2

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第五中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

上砂町３－２７－１

0 0 6 1

〒 1 9 0

9,149.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 2 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 94

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 191

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 195

□ Nm3 15,334.0 45.00 690.0

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 34.4
その他（LPG） □ kg 4,002.7 50.80 203.3 0.016 12.0

250.2 0.019 17.3
その他（灯油） □ L 1,116.0 36.70 41.0

0.0

0.019 2.8
その他（A重油） □ L 6,400.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

2,492.0 0.489 124.9

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 255,327.0 9.76

0.0
合　計 3,676.6 191.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 6,851.0 0.251 1.7
公共下水道 □ m3 6,851.0 0.439 3.0

合　計 4.7

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第六中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

泉町７８６－１６

0 0 6 2

〒 1 9 0

8,451.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 5 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.6

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 69

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 141

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

4

総　計（④=②+③） 145

□ Nm3 13,678.2 45.00 615.5

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 30.7
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

367.5 0.019 25.5
その他（灯油） □ L 100.0 36.70 3.7

0.0

0.019 0.2
その他（A重油） □ L 9,400.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,696.0 0.489 85.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 173,775.0 9.76

0.0
合　計 2,682.8 141.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 6,039.0 0.251 1.5
公共下水道 □ m3 6,039.0 0.439 2.7

合　計 4.2

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第七中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

西砂町６－２８－３

0 0 6 3

〒 1 9 0

8,735.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 3 4 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

20.1

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 91

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 176

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 182

□ Nm3 27,372.8 45.00 1,231.8

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 61.4
その他（LPG） □ kg 254.6 50.80 12.9 0.016 0.8

0.0 0.019 0.0
その他（灯油） □ L 100.0 36.70 3.7

0.0

0.019 0.2
その他（A重油） □ L 0.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

2,282.6 0.489 114.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 233,870.0 9.76

0.0
合　計 3,530.9 176.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 10,001.0 0.251 2.5
公共下水道 □ m3 10,001.0 0.439 4.4

合　計 6.9

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第八中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

富士見町７－２４－１

0 0 6 4

〒 1 9 0

8,311.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 1 3 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

16.8

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 70

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 140

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 142

□ Nm3 11,265.4 45.00 506.9

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 25.3
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

156.4 0.019 10.8
その他（灯油） □ L 600.0 36.70 22.0

0.0

0.019 1.5
その他（A重油） □ L 4,000.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

2,050.6 0.489 102.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 210,105.0 9.76

0.0
合　計 2,736.0 140.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 3,498.0 0.251 0.9
公共下水道 □ m3 3,498.0 0.439 1.5

合　計 2.4

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（2018年度の状況）
①

kl
②

t
③

t
④

t
⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

3 －

－ 0

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 立川市立立川第九中学校

事 業 所 番 号 A 1 0 1

町 名 番 地
以 下

若葉町３－１９－５

0 0 6 5

〒 1 9 0

8,607.00 m2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分

0 0 1 区 市 町 村 名 東京都立川市

□ 1年未満

所 有 形 態 ■ □

報 告 範 囲 ■ □ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

□ □ □

□ □ ■

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

8 1 3 1 連鎖化事業区分 □ 直営店 □ 加盟店 ■ 非該当

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

14.7

二酸化炭素
排 出 量

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 63

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 127

⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

熱量
（GJ）

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 130

□ Nm3 10,630.3 45.00 478.4

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦

0.014 23.9
その他（LPG） □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

228.7 0.019 15.9
その他（灯油） □ L 700.0 36.70 25.7

0.0

0.019 1.7
その他（A重油） □ L 5,850.0 39.10

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0

1,709.9 0.489 85.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

9.76 0.0 0.489

0.489 0.0
その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 175,197.0 9.76

0.0
合　計 2,442.7 127.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２ kWh 0.0

水道及び工業用水道 □ m3 4,539.0 0.251 1.1
公共下水道 □ m3 4,539.0 0.439 2.0

合　計 3.1

使用量 係数

そ
の
他

電
気

一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

報告範囲の主たる用途

事 業 所 等 の 所 在 地

燃
料
及
び
熱

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

その他（） □

都市ガス



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

CB01 空室・不在時等のこまめな消灯

CB09 空室・不在時等の空調停止

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

□ ■

目標値等（選択）

設 備 導 入 対 策

設 備 保 守 対 策

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

□

目 標 の 有 無

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

組 織 体 制 の 整 備
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